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成長基盤強化を支援するための資金供給の実施結果 

 

 

新規貸付の概要 

 

 回号 貸付予定額 
貸付 

先数 
貸付残高 

貸付 

先数 

本則 第 26 回 5,630 億円 53 先 60,397 億円 93 先

ＡＢＬ等特則 第 22 期 39 億円 3先 693.6 億円 15 先

小口特則 第 19 期 13.12 億円 14 先 125.05 億円 24 先

合計 ―― 5,682.12 億円 ―― 61,215.65 億円 ――

 

（注１）本則および小口特則の貸付日は 2016 年 12 月 2 日、ＡＢＬ等特則の貸付日は 2016 年 12

月 5 日。貸付残高は 2016 年 12 月 5 日時点の見込み。 

（注２）貸付残高（本則）の内訳は、大手行 30,969 億円（9 先）、地域金融機関等 29,428 億円

（84 先）。 

（注３）系統中央機関の会員である金融機関（日本銀行の当座預金取引の相手方でない先）の

利用による系統中央機関への貸付残高は、本則 5,958 億円（会員金融機関 93 先）、小口特

則 42.51 億円（同 18 先）。 

 

 回号 貸付予定額 
貸付 

先数 
貸付残高 

貸付 

先数 

米ドル特則 第 18 期 4,000 百万米ドル 36 先 
17,722 

百万米ドル 
48 先 

 

（注１）貸付日は 2016 年 12 月 2 日（米国東部時間）。貸付残高は 2016 年 12 月 2 日（米国東

部時間）時点の見込み。 

（注２）新規の貸付１回当たりの貸付総額の上限（4,000 百万米ドル）を上回る借入希望があ

ったため、按分処理を実施した。 

 



借り換えの概要 

（本則） 

回号 
第 14 回の借り換え

（３回目） 

貸付予定額 562 億円 

貸付先数 43 先 

 

（小口特則） 

回号 
第７期の借り換え 

（３回目） 

貸付予定額 2.43 億円 

貸付先数 8 先 

 

（米ドル特則） 

回号 
第 14 期の借り換え

（１回目） 

第 10 期の借り換え

（２回目） 

第６期の借り換え 

（３回目） 

貸付予定額 20 百万米ドル 172 百万米ドル 723 百万米ドル 

貸付先数 16 先 13 先 20 先 

 



（億円）

資金供給の種類 金額

本則 5,976

小口特則 142

ＡＢＬ等特則 910

うち出資等 96

うち動産・債権担保融資等 814

合計 7,029

（百万米ドル）

資金供給の種類 金額

米ドル特則 20,263

（億円、括弧内は構成比）

成長基盤強化分野等 金額

成長基盤強化分野

研究開発 7,608 （5.4％）

起業 481 （0.3％）

事業再編 9,129 （6.4％）

アジア諸国等における投資・事業展開 11,397 （8.1％）

大学・研究機関における科学・技術研究 297 （0.2％）

社会インフラ整備・高度化 13,538 （9.6％）

環境・エネルギー事業 41,200 （29.1％）

資源確保・開発事業 1,902 （1.3％）

医療・介護・健康関連事業 21,346 （15.1％）

高齢者向け事業 3,193 （2.3％）

コンテンツ・クリエイティブ事業 1,236 （0.9％）

観光事業 4,686 （3.3％）

地域再生・都市再生事業 6,383 （4.5％）

農林水産業、農商工連携事業 5,728 （4.0％）

住宅ストック化支援事業 2,326 （1.6％）

防災対策事業 1,060 （0.7％）

雇用支援・人材育成事業 4,590 （3.2％）

保育・育児事業 790 （0.6％）

その他 4,607 （3.3％）

設備・人材投資関連 63 （0.0％）

合計 141,557 （100.0％）

（参　考）

金融機関等による成長基盤強化に向けた取り組み状況

１．個別投融資（第26回＜本則＞、第22期＜ＡＢＬ等特則＞、第19期＜小口特則＞および

　　第18期＜米ドル特則＞）の資金供給別分布状況

２．個別投融資（2010年4月～2016年9月＜本則＞）の成長基盤強化分野等別分布状況

（注１） 

（注２） 



（件数、括弧内は構成比)

4年超 10年超

10年以下 20年以下

54,769 11,518 2,381 84,880

（64.5％） （13.6％） （2.8％） （100.0％）

  ＜本件に関する照会先＞

  実施結果関係

 日本銀行金融市場局市場調節課　　　03-3277-0055、03-3277-1277

  「金融機関等による成長基盤強化に向けた取り組み状況」関係

 日本銀行金融機構局金融第１課　　　03-3277-1985

20年超 合計 平均期間
1年以上

4年以下

３．個別投融資（2010年4月～2016年9月＜本則＞）の期間別分布状況

（注１)
 

（注２)
 

16,212

（19.1％）
6.9 年

本資金供給の本則（成長基盤強化を支援するための資金供給)は「第26回（2016年7～9

月）分」、ＡＢＬ等特則（成長基盤強化を支援するための資金供給における出資等に関

する特則)は「第22期（2010年4月～2016年9月）分」、小口特則（成長基盤強化を支援す

るための資金供給における小口投融資に関する特則)は「第19期（2010年4月～2016年9

月）分」、米ドル特則（成長基盤強化を支援するための資金供給における米ドル資金供

給に関する特則)は「第18期（2012年4月～2016年9月）分」として、2016年10月3日から

同年10月19日までに提出され、成長基盤強化に向けた取り組み方針のもとで実行された

ことが確認された「個別投融資実績」の分布状況。なお、本資金供給は、個別投融資実

績の範囲内で貸付対象先が希望する金額に基づいて実施されるため、貸付予定額（本

則）または貸付残高（特則）と各々の個別投融資実績の金額とは必ずしも一致しない。

本資金供給の「第１～26回＜本則＞分」として提出され、成長基盤強化に向けた取り組

み方針のもとで実行されたことが確認された「個別投融資実績」の分布状況。表中の成

長基盤強化分野の分類は、「貸出支援基金の運営として行う成長基盤強化を支援するた

めの資金供給基本要領」の別紙１で例示された18の事業分野に基づいている。なお、

「その他」には、外国法人のうち、国内居住者の連結対象子会社等への投融資で、国外

において使用されるもの（同要領の別紙２中１．（２）に基づくもの）を含む。また、

「設備・人材投資関連」は、設備・人材投資に積極的に取り組んでいると認められる者

（同要領の別紙１中１．（19）に基づくもの）を指す。第１～26回＜本則＞分の個別投

融資の単純合計であり、期日前返済や約定弁済等による減少を反映していない。

（注２） 


